
交通事故被害者支援 リモートセミナー
高次脳機能障害～医師と弁護士の立場から～

裏面をご確認の上、QRコードからお申し込みください

◆◆ 主 催 ◆◆
〒103-0013
東京都中央区日本橋人形町1-13-9-1004
☎03-6661-1575
http://www.jiko-kazoku.com/

《日時》2022年１２月１１日（日）14:00～16:00

《聴講方法》オンライン聴講（zoom配信）

◆申込方法および聴講の詳細は裏面をご覧ください

◆セミナー終了後、期間限定でYouTube配信いたします

１、基調講演 PM14:00～PM14:50ごろ

渡邉 修 氏(東京慈恵会医科大学附属第三病院 リハビリテーション科教授)

「交通事故後に生じる高次脳機能障害の理解とその対応」

～休憩（📝ご質問をチャットで受付けます）～

２、対談 PM15:00～PM15:50ごろ

渡邉 修 氏／古田 兼裕 氏(交通事故弁護士全国ネットワーク 代表弁護士)

医師と弁護士の立場から
高次脳機能障害について対談していただきます

３、質疑応答 PM15:50～PM16:00ごろ

プログラム

参加無料

事故の手続きが重なると
社会制度ってどうなるの？



★お申込み・当日視聴・オンデマンド視聴とも
QRコードまたはホームページにアクセス

※お問合せは担当者へ 担当：岡村 ☎ 090-7714-1862
気軽にお申込みください（キャンセル不要）

2022.12.11 交通事故被害者支援リモートセミナー 参加申込み

★視聴までの手順

・QRコードまたは本セミナーホームページから必要事項を入力して申込み（申込み〆切12月7日）

・入力したメールアドレスに申込み確認メールが届きます

・セミナー開催3日前（12月8日）にリマインドールが届きますので、手順をご確認ください

・視聴方法、質問方法、関連資料などは、本セミナーホームページに掲載いたします

・講習会当日は、本セミナーホームページからzoom配信にアクセスしてください

※参加時はカメラとマイク機能をOFF、ご質問の際にはマイクだけONにしてください

・万一通信環境に障害が起きた場合でも、収録映像をYouTubeで公開しますのでご安心ください

（収録映像はセミナーの翌日正午頃から公開予定です）

・YouTubeにつきましても本セミナーホームページからアクセス可能です

★講師ご紹介

http://www.jiko-kazoku.com/1211.html

【渡邉修氏】
(東京慈恵会医科大学附属第三病院リハビリテーション科教授) 

昭和60年 3月 浜松医科大学医学部卒業
平成 5年 4月 東京慈恵会医科大学リハビリテーション科 教室助手

東京慈恵会医科大学附属第三病院リハビリテーション科
12月 厚生省義肢装具等適合判定医師免許取得

平成 7年10月 カロリンスカ病院(スウェーデン) 臨床神経生理学部門研究生
平成12年 7月 神奈川リハビリテーション病院リハ医学科
平成16年 4月 東京都立保健科学大学 教授
平成17年 4月 首都大学東京 教授
平成24年 4月 東京慈恵会医科大学附属第三病院リハビリテーション科 診療部長
平成25年 1月 東京慈恵会医科大学リハビリテーション医学講座 教授

【本セミナー開催の主旨】

当会では交通事故により高次脳機能障害を負ったケースについて、被害者家族だけでなく医療・福祉関係者からも相談が多く

寄せられます。高次脳機能障害の症状は複雑で一人ひとり異なり、言語・認知・行為・記憶などの高次脳機能だけに障害が残る

方、あるいは身体機能にも障害が残る方もいて、いずれも、事故前のように生活することが難しくなります。

「いのちが助かってよかった」という安堵の一方で、「もっと回復させてあげたい」「大切な家族を自宅で看る」「学校や社会

に戻りたい」と、当事者や家族はさまざまな気持ちを抱きます。

交通事故による怪我で高次脳機能障害が残る場合に、被害者にとってどのような支援が必要なのか？ 交通事故の被害者専門の

弁護士がどの様なサポートをしているのか？ 日ごろ私たちが疑問に感じることや、目の当たりにする機会が少ない事柄について、

専門の先生方にお教えいただく機会として、本セミナーを開催いたします。

【古田兼裕氏】
(交通事故弁護士全国ネットワーク 代表弁護士) 

昭和48年 3月 東京大学法学部政治学科卒業
昭和52年10月 司法試験合格
昭和55年 4月 第32期司法修習修了

第二東京弁護士会登録
足立・ヘンダーソン法律事務所入所

昭和55年10月 古田法律事務所設立
昭和61年 1月 古田・羽鳥法律事務所に組織変更
平成 3年 9月 古田・秋山・田中法律事務所に組織変更
平成 9年 4月 古田総合法律事務所に組織変更


